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消費動向指数（CTI）の概要

消費動向をマクロ・ミクロの両⾯から捉える速報性の⾼い消費指標︓消費動向指数
（CTI︓Consumption Trend Index）を2018年１⽉分から毎⽉公表

総消費動向指数
（CTIマクロ） 国内経済における個⼈消費総額の⽉次動向を⽰す統計指標

世帯の平均消費⽀出額（10⼤費⽬別、世帯類型別など）
の⽉次動向を⽰す統計指標

世帯消費動向指数
（CTIミクロ）

GDP統計（家計最終消費⽀出）をターゲットとして、最新の動向を推測
GDP統計の四半期別公表値では観測できない⽉次の値を時系列回帰モデルによって推計
2022年12⽉に、ビッグデータ利活⽤の成果に関する報告書をウェブサイトに掲載

家計調査（標本規模︓⼆⼈以上の世帯 約８千、単⾝世帯 約7百）の結果を、
家計消費単⾝モニター調査（標本規模︓2千4百）
家計消費状況調査（標本規模︓約３万）

の結果等と統計的⼿法によって補正・補強し、標本規模を
擬似的に拡⼤、推計精度を向上
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「消費⽀出」の対前年同⽉増減率（実質）
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世帯消費動向指数（CTIミクロ）結果概要
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（％） 「⾃動⾞等購⼊」の対前年同⽉増減率（実質）

購⼊頻度が低く⾼額な商品に関し、安定的に消費の実態を捉えることに寄与
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総消費動向指数（CTIマクロ）結果概要
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総消費動向指数（CTIマクロ）結果概要
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2025年７⽉ ⽉例経済報告

消費動向指数（CTI）の結果活⽤例



【CTIミクロ】
① 寄与度の公表開始（2024年１⽉結果から）

i. 世帯の種類別
ii. 項⽬別

② 10⼤費⽬別季節調整値の内訳の公表開始（同）

【CTIマクロ】
① 2025年基準改定に向けた検討

i. うるう年変動の除去による精度向上
ii. 帰属家賃を除く系列の公表（公表系列の拡充）

② ⺠間データを⽤いた公表早期化の検討

統計ユーザー・研究者・⺠間企業と連携し、公表内容の拡充や、
精度向上・公表早期化に向けた検討を実施
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第Ⅳ期基本計画以降の取組状況について



（2023年以前の寄与度は、世帯消費動向指数及び労働⼒調査の結果を基に試算）

「消費⽀出」の対前年同⽉及び世帯の種類別寄与度（実質）

消費⽀出の前年同⽉⽐に対する⼆⼈以上の世帯・単⾝世帯の寄与度を算出・公表

※ 寄与度には、消費⽀出の増減に加え、世帯構成割合の変化も影響 8
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消費⽀出の前年同⽉⽐に対する寄与度を10⼤費⽬より細かい項⽬別に算出・公表
消費⽀出の前年同⽉⽐に寄与した主な項⽬（実質、総世帯）

9※ 寄与度の絶対値が0.1以上のもの

世帯消費動向指数（CTIミクロ）結果概要

2024年 2025年
１⽉ ２⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ １⽉ ２⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉

増減率 -4.4 -1.8 -1.8 -1.6 -0.6 0.2 -1.8 -0.6 1.3 -1.9 -1.5 0.5 -0.9 -1.5 -1.0 -2.1 -0.8 -1.9

交通 諸雑費 外⾷ 授業料等
設備修

繕・維持
家庭⽤耐

久財
設備修

繕・維持 外⾷ 通信 電気代 家賃地代 諸雑費 教養娯楽
サービス

⾃動⾞等
関係費 電気代 教養娯楽

サービス
⾃動⾞等
関係費 交通

0.29 0.48 0.37 0.46 0.61 0.43 0.42 0.44 0.50 0.53 0.41 0.82 0.27 0.95 0.48 0.33 0.87 0.25
保健医療
サービス

保健医療
サービス 交通 通信 諸雑費 外⾷ 通信 交際費 家賃地代 授業料等

保健医療
サービス

⾃動⾞等
関係費

⾃動⾞等
関係費 電気代 交際費 授業料等 外⾷ 保健医療

サービス
0.21 0.46 0.35 0.29 0.53 0.43 0.32 0.32 0.42 0.27 0.29 0.38 0.27 0.61 0.46 0.31 0.32 0.25

外⾷ 授業料等
保健医療
サービス 諸雑費 ⾃動⾞等

関係費
家賃地代 家賃地代 家賃地代 電気代 家賃地代 授業料等 家賃地代 通信 家賃地代 諸雑費 教養娯楽

⽤耐久財
授業料等

教養娯楽
⽤耐久財

0.20 0.43 0.18 0.24 0.38 0.26 0.31 0.27 0.37 0.13 0.27 0.29 0.22 0.14 0.40 0.21 0.24 0.16

授業料等 外⾷ 仕送り⾦ 仕送り⾦ 授業料等
⾃動⾞等
関係費

教養娯楽
⽤耐久財 穀類 外⾷ 設備修

繕・維持
教養娯楽
⽤耐久財

家賃地代 他の光熱 授業料等
教養娯楽

⽤品
教養娯楽
サービス

上下⽔道
料

0.12 0.42 0.17 0.15 0.34 0.18 0.23 0.26 0.37 0.25 0.24 0.20 0.12 0.21 0.10 0.17 0.15

交通 他の光熱 交通 交際費 教養娯楽
サービス

保健医療⽤
品・器具 諸雑費 外⾷ 保健医療

サービス 電気代 通信 諸雑費
0.30 0.11 0.10 0.24 0.19 0.13 0.30 0.25 0.22 0.15 0.21 0.14

⽉ １⽉ ２⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ １⽉ ２⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉

通信 電気代 電気代 ⾃動⾞等
関係費 通信 通信 ⾃動⾞等

関係費
⾃動⾞等
関係費 交際費 ⾃動⾞等

関係費 諸雑費 野菜・海
藻

野菜・海
藻

保健医療
サービス

設備修
繕・維持

⾃動⾞等
関係費

設備修
繕・維持

設備修
繕・維持

-0.69 -1.60 -0.90 -1.01 -0.68 -0.49 -1.20 -0.49 -0.24 -0.61 -0.49 -0.22 -0.26 -0.40 -0.50 -0.50 -0.65 -0.89
⾃動⾞等
関係費

⾃動⾞等
関係費 交際費 教養娯楽

サービス 電気代 電気代 交際費 諸雑費 酒類 設備修
繕・維持

⾃動⾞等
関係費 交通 家庭⽤耐

久財
野菜・海

藻
⾃動⾞等
関係費 交際費 交際費 ⾃動⾞等

関係費
-0.65 -0.53 -0.65 -0.36 -0.51 -0.27 -0.26 -0.27 -0.14 -0.43 -0.36 -0.16 -0.24 -0.27 -0.43 -0.42 -0.54 -0.72

設備修
繕・維持 ガス代 通信 野菜・海

藻
野菜・海

藻 交際費 電気代 通信 家庭⽤耐
久財

保健医療
サービス

教養娯楽
サービス 電気代 諸雑費 交際費 保健医療

サービス
仕送り⾦ 通信 仕送り⾦

-0.42 -0.28 -0.47 -0.21 -0.20 -0.23 -0.19 -0.22 -0.12 -0.20 -0.23 -0.15 -0.18 -0.20 -0.32 -0.28 -0.23 -0.20

電気代 こづかい
室内装備・

装飾品 ⾁類 教養娯楽
サービス 諸雑費 諸雑費 果物 交通 洋服 家庭⽤耐

久財
仕送り⾦ ⾁類 諸雑費 仕送り⾦ 通信 保健医療

サービス 穀類
-0.41 -0.24 -0.30 -0.17 -0.13 -0.12 -0.16 -0.18 -0.11 -0.20 -0.22 -0.11 -0.12 -0.20 -0.24 -0.15 -0.15 -0.13

教養娯楽
サービス 交際費 教養娯楽

サービス
教養娯楽
⽤耐久財

教養娯楽
⽤品

書籍・他
の印刷物 飲料 交通 ⾁類 通信 交通 果物 菓⼦類 ⾁類 野菜・海

藻
上下⽔道

料
調理⾷品 調理⾷品

-0.29 -0.22 -0.24 -0.15 -0.13 -0.12 -0.15 -0.17 -0.11 -0.15 -0.11 -0.11 -0.11 -0.20 -0.17 -0.14 -0.14 -0.11
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※ 「消費⽀出」の季節調整値から、「その他の消費⽀出」以外の９費⽬の季節調整値の合計を減じて算出したものであり、
「その他の消費⽀出」に季節調整値を⾏った場合、必ずしもこの値とは⼀致しない

費⽬別季節調整値の推移（総世帯）

総世帯及び⼆⼈以上の世帯の「教育」の季節調整値の公表を開始し、「その他の
消費⽀出」を除く９つの費⽬の分析が可能に
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2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

【実質】総消費動向指数2024年３⽉分公表値、うるう年除去試算値及びGDPの⽐較

2024年３⽉分現⾏公表値
うるう年変動除去試算値
GDP2023年10-12⽉期2次速報(⽬的変数)
GDP2024年1-3⽉期1次速報(後⽇公表)

2020年２⽉も同時に
うるう年変動の除去
に対応できている

2024年２⽉のうるう
年変動の除去に対応
できており、後⽇公
表されたGDPとの乖
離幅も若⼲減少

(2020年=100)

CTIマクロの精度向上に向け、うるう年変動の除去について検討。
試算結果では、うるう年の２⽉値が上振れする現象が解消（また、後⽇公表され
たGDPとの乖離幅も若⼲減少）

11

総消費動向指数（CTIマクロ）試算概要



90

95

100

105

110

115

1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9 ⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉ 5⽉ 9⽉ 1⽉

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年2024年

【実質】総消費動向指数2024年３⽉分公表値、うるう年除去試算値- ⻑期時系列

2024年３⽉分公表値
うるう年変動除去試算値

(2020年=100)

⻑期時系列で確認すると、過去分についても、うるう年２⽉値が上振れする現象が
解消
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2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

【実質】現⾏公表値、追加系列試算値及びGDPの⽐較（2025年６⽉分推定結果）

現⾏公表値（家計最終消費⽀出）
追加系列（除く帰属家賃）
GDP指数化（家計最終消費⽀出）
GDP指数化（除く帰属家賃）

CTIマクロにおいても、GDPと同様に「除く帰属家賃」系列の公表に向け検討

(2020年=100)

13

総消費動向指数（CTIマクロ）試算概要

Go To 
トラベル

※ P.12で紹介した「うるう年成分の除去」は、本試算では含めていない。

緊急事態宣⾔ まん延防⽌等重点措置
新型コロナ５類移⾏

緊急事態宣⾔



14

消費動向指数への⺠間データの利活⽤に関する研究

⺠間企業や研究者等と連携し、消費動向指数への⺠間データの利活⽤に関する
研究を実施

研究者

⺠間企業等
（データホルダー）

総務省統計局
統計研究研修所
（独）統計センター

⺠間データを推計に活⽤する
ことによる公表の早期化検討

今後の検討内容例
・データの継続的な⼊⼿⽅法の確⽴
・データソースの多様化、データソースの整理と特性把握
・体制⾯や技術⾯の更なる整備 など
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2025年
秋頃 2025年基準改定の内容策定

（例）CTIマクロうるう年調整
「除く帰属家賃」系列の追加

継続 CTIに関する解説資料等の充実
随時 公表内容の拡充に関する検討

⺠間データ活⽤（公表早期化等）に関する研究

2026年
秋頃 2025年基準による公表開始

今後の予定


